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■オーダー・メイドの提案
　膨大なストックを有する管路施設。当社では、効率
的な管路のマネジメント計画を立案するため、自治体
の状況に応じたオーダー・メイドの事業実施優先順位
の設定方法を提案して、新事業計画の策定を支援して
います。
■階層分析法（ＡＨＰ）を用いた優先順位の設定
　管路が破損すれば、流下機能の低下や道路の陥没な
ど、大きな社会的影響が生じます。下水を流せなくな
ることによる被害や道路陥没による被害などは、それ
ぞれで被害額を算定することは可能です。例えば交通
量は少なく、集水面積が広
い管きょと、交通量は多い
が小口径の管きょのどちら
の改築更新を優先するか、
といった場合に優先度の設
定方法が問題になります。
　ＡＨＰ法は、このように
選択肢を評価する基準が多
数存在する際に、人間の主
観的判断とシステムアプロ
ーチとの両面からこれを決
定する問題解決型の意思決
定手法です。
　当社では、これらの手法
を活用しつつ管路の重要度
や被害の影響度などを評価

して、合理的な事業実施の優先順位を提案しています。
■下水道台帳と連携したアプリケーションの開発
　各自治体の下水道台帳は、独自のシステムを構築し
ており、それをストックマネジメントに利用するため
には大幅なシステムの改変を余儀なくされます。
　当社では、既存の下水道台帳のデータを利用し、リ
スクを考慮した改築シナリオを選択することによる事
業実施の優先度の検討や維持管理計画、再構築計画、
新事業計画の立案に利用できるアプリケーションを提
案して、さまざまな自治体のニーズに合わせたストッ
クマネジメント計画を支援します。

　改正下水道法の施行に伴う維持修繕基準の創設によ
り腐食環境下における点検の方法・頻度を事業計画に
明記することになり、ストックマネジメント計画の重
要性が高まっている。
　腐食環境下の点検頻度は、５年に１回以上と定めら
れているが、その他管きょについては、自治体独自に
頻度を設定する必要がある。しかし膨大なストックを
維持管理指針等の頻度ですべてを調査することは限ら
れた財源上困難である。
　よって、効率的な方法かつ簡易的な調査で異常箇所
を数多く発見することが重要となる。
　当社では、独自の調査範囲（グルーピング）の設定
や、最新スクリーニング技術の活用を検討する中で効
率的な計画を策定し提案することに努めている。
　特に、スクリーニングは最新
のさまざまな点検機器にはそれ
ぞれ特徴があり、各自治体の問
題点の事前把握や劣化傾向予測
により最適なスクリーニング方
法の提案が今後の重要なポイン
トになると考える。
　例えば、幅員の狭い地域や管
内堆積物等が少ない塩ビ管埋設
エリア等には、点検車両や洗浄
工を必要としない点検用ＴＶカ
メラを選定することにより、日
進量を大幅に向上させるととも

に、高画質の映像からある程度の劣化を確認すること
が可能となる。
　アウトカムの設定には、現地把握と調査結果の検証
を徹底し、ＰＤＣＡサイクルを回すことで現実的かつ
効果的な点検・調査周期と方法の提案を行い、膨大な
ストックに対し、十分な効果が得られるよう努めてい
る。
　今後は、ガイドラインのストマネ計画から発展させ
て、３Ｄのバーチャル・リアリティ（ＶＲ）を活用し、
ＴＶカメラ調査結果を「より見える化」することによ
り、道路環境と劣化状況を俯瞰的に判断し劣化原因・
傾向の把握による最適な改築・修繕工法検討の精緻化
など、維持管理の進化に貢献できる方法をコンサルタ
ントとして提案したいと考える。

　課題先進国に位置付けられる国内において、インフ
ラ危機は市民の生活を脅かすリスクとして捉えられま
す。特に下水道事業では、高度成長期に集中的に建設
投資を行っており、負債（企業債等）が残る中で大規
模な改築時期を迎えようとしています。
　下水道施設の中で建設投資額が高く、市民の生活に
近い場所にあるのが管路施設です。また、管路施設は
地中に埋設されており、状態の把握が容易ではなく、
効率的な調査の時期や頻度を設定しにくいのが現状で
す。
　このため、多くの事業体で、ワイブル分布やマルコ
フ遷移確率モデル、ベイズ推定等の統計学を用いて、
調査時期を予測する取組みが行われています。この予
測精度を向上させるために
は、調査量を増やすことが
求められますが、限られた
財源や体制では容易ではあ
りません。
　そこで、現在の点検や詳
細調査（管内のＴＶカメラ
調査）に合わせて、スクリ
ーニング技術を用いた簡易
調査を実施し、点検におけ
る質の向上を図ると共に、
簡易調査と詳細調査の相関
性を把握することを提案し
ます。

　具体的には、「①人孔の点検時に、管口カメラ等に
よる簡易調査を実施」し、点検と簡易調査の相関性を
整理します。さらに、「②詳細調査（ＴＶカメラ調査）
時に、管口カメラ等による簡易調査を実施」すること
で、簡易調査と詳細調査の相関性を整理します。これ
らにより、「③簡易調査より詳細調査の結果を予測」
し、調査や改築の時期を予測する健全率予測式等の精
度向上を図ります。
　すなわち、スクリーニング調査等を活用し、従来よ
りも広範な管路施設の状態を予測することによって、
推定手法の精度を向上させる仕組み（マネジメントサ
イクル）の実現を目指します。
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